
平成２６年 年末賞与調査結果
（平成２６年１２月２４日現在）

岡崎商工会議所
中小企業相談所

妥結・決定額は４６８，１４４円、月数は１．７４ヵ月

同一事業所比較では金額・月数ともに前年を上回る！

●前年比、金額１８，３６９円増、月数０．０６ヵ月増

本所では、岡崎市内主要事業所 120 社を対象に標記調査を実施しているが、12 月 24 日現在で
101 社から回答を得た。このうち妥結・決定している事業所は 82 社（年間協定により、既に決
定済みの事業所を含む）で、全業種の平均金額は［表－１］・［表－５］のとおり 468,144 円、
月数は 1.74ヵ月（平均年齢 39.9才）となった。
妥結・決定している事業所について前年の実績と比較すると［表－５］のとおり全業種平均

の金額で 18,369 円増（増減率＋4.1％）、月数でも 0.06 ヵ月増となった。今春の賃上げ効果が
年末賞与にも反映され、また、消費増税後の景気が後退する中でも好業績の事業所が牽引し、
３年ぶりに金額・月数ともに前年を上回る結果となった。

●業態比較では、金額・月数ともに製造業が非製造業を上回る

業態別では［表－１］のとおり、製造業平均（44 社）の金額は 496,730 円、月数は 1.92 ヵ月
（平均年齢 39.0 才）、非製造業平均（38 社）の金額は 432,100 円、月数は 1.52 ヵ月（平均年
齢 40.9才）という結果となった。
製造業と非製造業の単純比較では、金額の差が 64,630 円、月数の差が 0.40 ヶ月となり、製

造業が横ばいの非製造業を金額・月数ともに上回る結果となった。
また、同業種であっても業績の優劣により企業間の格差が拡大している。

●全業種で金額・月数ともに「増加」が「減少」を大きく上回る

次に［表－２］のとおり前年の妥結・決定実績と比較すると、全業種で金額が増加した事業
所は 67.9％、横ばい 1.9％、減少 30.2％。月数では増加 53.7％、横ばい 16.7％、減少が
29.6％となった。金額では、全体で３社に２社から増額の回答を得た。

●未決定事業所の見通しは「ダウンする」が上回り、最終的には上げ幅縮小か
未決定事業所の妥結・決定見通しについてのアンケート結果では、金額は「アップする」が

14.3％、｢横ばい｣が 50.0％、「ダウンする」が21.4％、「わからない」が 14.3％となった。未
決定事業所の中には比較的規模の小さい事業所や経営環境の厳しい事業所もあるが、最終的には
前年実績を上回ると予想される。

各年度の集計対象事業所数および調査対象事業所は同一ではありませんのでご注意ください。



［表－１］岡崎市内主要事業所年末賞与調査結果        （１２月２４日現在）

集計企業 妥結･決定額（月数） 基準内賃金 年齢 勤続年数

全業種 ８２社 468,144円（1.74 ヵ月） 269,834円 39.9歳 13.6年

製造業 ４４社 496,730円（1.92 ヵ月） 254,893円 39.0歳 13.6年

非製造業 ３８社 432,100円（1.52 ヵ月） 287,886円 40.9歳 13.5年

［表－２］前年年末賞与実績との比較

金    額 月    数

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少

全業種 ６７．９％ １．９％ ３０．２％ ５３．７％ １６．７％ ２９．６％

製造業 ７５．９％ ０．０％ ２４．１％ ６２．１％ １７．２％ ２０．７％

非製造業 ５８．３％ ４．２％ ３７．５％ ４４．０％ １６．０％ ４０．０％

［表－３］妥結・決定 分布状況＜金額＞                （単位：％）

以上～

未満

10万円

未満

10万円

～20万円

20万円

～30万円

30万円

～40万円

40万円

～50万円

50万円

～60万円

60万円

～70万円

70万円

～80万円

80万円

以上

全業種 1.9 3.7 14.8 11.1 25.9 16.7 20.4 5.5 0.0

製造業 0.0 6.9 17.3 3.5 17.2 13.8 31.0 10.3 0.0

非製造業 4.0 0.0 12.0 20.0 36.0 20.0 8.0 0.0 0.0

［表－４］妥結・決定 分布状況＜月数＞                        （単位：％）

以上～

未満

0.5ヵ月

未満

0.5ヵ月～

1ヵ月

1ヵ月～

1.5ヵ月

1.5ヵ月～

2ヵ月

2ヵ月～

2.5ヵ月

2.5ヵ月～

3ヵ月

3ヵ月

以上

全業種 0.0 14.8 16.7 31.5 25.9 11.1 0.0

製造業 0.0 17.3 6.9 17.2 37.9 20.7 0.0

非製造業 0.0 12.0 28.0 48.0 12.0 0.0 0.0



［表－５］過去１０年間の年末賞与の推移

  全業種   製造業   非製造業

金額 月数 金額 月数 金額 月数

平成１７年 540,659 円 2.03ヵ月 547,084 円 2.09ヶ月 531,268 円 1.96ヶ月

平成１８年 550,580 円 2.06ヵ月 557,293 円 2.11ヶ月 542,188 円 2.00ヶ月

平成１９年 551,949 円 2.07ヵ月 557,210 円 2.13ヶ月 545,069 円 2.00ヶ月

平成２０年 540,951 円 2.03ヵ月 544,179 円 2.07ヵ月 538,096 円 1.98ヵ月

平成２１年 428,597 円 1.58ヵ月 425,127 円 1.68ヵ月 431,695 円 1.49ヵ月

平成２２年 427,810 円 1.57ヶ月 471,704 円 1.83ヶ月 383,916 円 1.29ヶ月

平成２３年 446,075 円 1.80ヶ月 488,245 円 1.93ヶ月 410,934 円 1.62ヶ月

平成２４年 436,014 円 1.66ヶ月 453,120 円 1.80ヶ月 415,106 円 1.44ヶ月

平成２５年
432,107円
(449,775円)

1.64ヵ月
(1.68ヶ月)

454,216円
(465,114円)

1.78ヵ月
(1.82ヶ月)

409,998円
(431,241円)

1.49ヵ月
(1.52ヶ月)

平成２６年 468,144円 1.74ヵ月 496,730円 1.92ヵ月 432,100円 1.52ヵ月

※［表－１］､［表－５］の集計は全て単純平均による。

※［表－５］は本所調査の最終実績（平成２６年は１２月２４日現在）で年度により集計対象事業所数

および調査対象事業所が同一ではありませんのでご注意ください。

※［表－５］の平成２５年の（ ）は、平成２６年１２月２４日現在妥結･決定事業所の平成２５年実績

を示す。



平成２６年夏季賞与調査結果
（平成２６年７月３０日現在）

岡崎商工会議所
中小企業相談所

妥結・決定額は 474,540 円、月数は 1.77 ヵ月
金額は同一事業所対比で前年を 5.2％上回る！

●前年比、金額２３，３６２円増、月数０．０８ヵ月増

本所では、岡崎市内主要事業所１２０社を対象に標記調査を実施しているが７月３０

日現在で８８社から回答を得た。このうち妥結・決定している事業所は７３社（年間協

定により、既に決定済みの事業所を含む）で、全業種の平均金額は 474,540 円、月数は

1.77 ヵ月（平均年齢 39.3 才）となった。

妥結・決定している事業所について前年の実績と比較すると、［表－５］のとおり全

業種平均の金額で 23,662 円増（増減率＋5.2％）、月数でも 0.08 ヵ月増と、金額・月

数ともに前年を上回る結果となった。

●業態比較では、金額・月数ともに製造業が非製造業を大きく上回る

業態別では［表－１］のとおり、製造業平均（38 社）の金額は 497,323 円、月数は

1.88 ヵ月（平均年齢 39.5 才）、非製造業平均（35 社）の金額は 447,616 円、月数は

1.65 ヵ月（平均年齢 39.2 才）という結果となった。

製造業と非製造業の単純比較では、金額の差が 49,707 円、月数の差は、0.23 ヶ月と

なり、金額・月数ともに製造業が非製造業を大きく上回る結果となった。

また、同業種であっても業績の優劣により企業間の格差が拡大している。

●金額・月数ともに前年より「増加」が多数

次に［表－２］のとおり前年の妥結・決定実績と比較すると、全業種で金額が増加し

た事業所は 75.0％、横ばい 2.1％、減少 22.9％。月数では増加 64.6％、横ばい 10.4％、

減少が 25.0％。金額・月数とも「増加」が「減少」を大きく上回るものとなった。

●未決定事業所の見通しは不透明ながら、最終的には前年を上回る予想

未決定事業所の妥結・決定見通しについてのアンケート結果では、｢横ばい｣が約７割、

「アップする」が約２割、「ダウンする」が約１割であった。未決定事業所の中には、

比較的規模の小さい事業所や厳しい経営環境の事業所もあるとみられ、業績格差が拡大

しているために最終の見通し判断は難しいが、内部留保に余力のある事業所には賞与を

増やし消費の喚起に期待がかかるなか、前年を上回る結果になると思われる。
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※各年度の集計対象事業所数および調査対象事業所は同一ではありません。



［表－１］岡崎市内主要事業所夏季賞与結果        （７月３０日現在）

集計企業 妥結･決定額（月数） 基準内賃金 年齢 勤続年数

全業種 ７３社 474,540 円（1.77 ヵ月） 270,771 円 39.3 歳 13.5 年

製造業 ３８社 497,323 円（1.88 ヵ月） 261,866 円 39.5 歳 14.0 年

非製造業 ３５社 447,616 円（1.65 ヵ月） 281,295 円 39.2 歳 12.9 年

［表－２］前年夏季賞与実績との比較

金    額 月    数

増加 横ばい 減少 増加 横ばい 減少

全業種 75.0％ 2.1％ 22.9％ 64.6％ 10.4％ 25.0％

製造業 76.9％ 3.9％ 19.2％ 61.6％ 19.2％ 19.2％

非製造業 72.7％ 0.0％ 27.3％ 68.2％ 0.0％ 31.8％

［表－３］妥結・決定 分布状況＜金額＞             （単位：％）

以上～

未満

10 万円

円未満

10 万円

～20 万円

20 万円

～30 万円

30 万円

～40 万円

40 万円

～50 万円

50 万円

～60 万円

60 万円

～70 万円

70 万円

～80 万円

80 万円

以上

全業種 0.0 4.2 12.5 20.8 16.7 20.8 14.6 8.3 2.1

製造業 0.0 3.9 15.4 11.5 11.5 19.3 26.9 11.5 0.0

非製造業 0.0 4.5 9.1 31.8 22.8 22.8 0.0 4.5 4.5

［表－４］妥結・決定 分布状況＜月数＞                       （単位：％）                                  

以上～

未満

0.5 ヵ月

未満

0.5 ヵ月～

1 ヵ月

1 ヵ月～

1.5 ヵ月

1.5 ヵ月～

2 ヵ月

2 ヵ月～

2.5 ヵ月

2.5 ヵ月～

3 ヵ月
3 ヵ月以上

全業種 0.0 6.3 25.0 33.3 27.0 6.3 2.1

製造業 0.0 7.7 15.4 23.1 42.3 11.5 0.0

非製造業 0.0 4.5 36.4 45.5 9.1 0.0 4.5



［表－５］過去１０年間の夏季賞与の推移（本所調査）

全業種 製造業 非製造業

金 額 月 数 金 額 月 数 金 額 月 数

平成 17 年 509,190 円 1.95 ヵ月 521,009 円 1.99 ヵ月 495,008 円 1.89 ヵ月

平成 18 年 522,599 円 1.98 ヵ月 534,842 円 2.05 ヵ月 509,935 円 1.91 ヵ月

平成 19 年 534,355 円 2.02 ヵ月 543,718 円 2.07 ヵ月 524,086 円 1.97 ヵ月

平成 20 年 526,706 円 2.01 ヵ月 538,179 円 2.07 ヵ月 514,086 円 1.93 ヵ月

平成 21 年 487,054 円 1.71 ヵ月 435,277 円 1.64 ヵ月 524,710 円 1.79 ヵ月

平成 22 年 434,125 円 1.65 ヵ月 433,111 円 1.67 ヵ月 435,007 円 1.64 ヵ月

平成 23 年 445,000 円 1.77 ヵ月 482,324 円 1.92 ヵ月 410,787 円 1.56 ヵ月

平成 24 年 463,002 円 1.77 ヵ月 477,389 円 1.86 ヵ月 444,298 円 1.65 ヵ月

平成 25 年
466,587 円

(450,878 円)

1.77 ヵ月

(1.69 ヵ月)

493,436 円

(467,845 円)

1.88 ヵ月

(1.77 ヵ月)

440,733 円

(430,825 円)

1.65 ヵ月

(1.61 ヵ月)

平成 26 年 474,540 円 1.77 ヵ月 497,323 円 1.88 ヵ月 447,616 円 1.65 ヵ月

※［表－１］､［表－５］の集計は全て単純平均による。

※［表－５］は本所調査の最終実績（平成２６年は７月３０日現在）で、年次により集計対象

事業所数および調査対象事業所が同一ではありませんのでご注意ください。

※［表－５］の平成２５年の(  )は、平成２６年７月３０日現在妥結･決定事業所の平成２５

年実績を示す。


